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○ 平成１６年度改定における主な対応 

・ 亜急性期入院医療を評価 

・ 専門的な小児入院医療や新生児・小児救急医療等の評価を充実 

・ 医療保護入院等における適切な処遇の確保や標準的な薬物治療を評

価。精神科入院患者の地域への復帰支援等の評価を充実 

・ 重症者に対する複数回訪問看護、在宅終末期医療の評価を充実 

 

 

 

○ 「医療提供体制に関する意見中間まとめ」（平成１７年８月

１日社会保障審議会医療部会）における関連する提言内容 

・ 地域の医療機能の適切な分化・連携を進め、急性期から

回復期、慢性期を経て在宅療養への切れ目のない医療の流

れを作り、患者が早く自宅に戻れるようにすることで、患

者の生活の質（ＱＯＬ）を高め、また、必要かつ十分な医

療を受けつつトータルな治療期間（在院日数を含む。）が

短くなる仕組みをつくることが必要である。 

 

 

 

 

 

・ 高齢者が、できる限り住み慣れた家庭や地域で療養しな

がら生活を送れるよう、また、身近な人に囲まれて在宅で

の死を迎えることを選択できるよう、支援する体制の構築

を一層推進する必要がある。 

・ 訪問看護サービスの充実・普及、薬局・薬剤師の積極的

な関与、医療機関における退院調整機能の促進など、主治

医をはじめ、多職種が協働して患者を支える体制整備が必

要であり、在宅医療に係る医療連携体制を地域ごとに構築

することが必要である。 

・ 産科や小児科、救急医療など、診療科・部門による偏在

の解消に関しては、①診療報酬での適切な評価など不足し

ている診療科への誘導…（中略）…が考えられるところで

あり、…（後略）。 

 

 

○ 在宅療養を支える医療体制の構築（在宅医療） 

○ 小児医療等の適切な評価 

(2) 医療機関のコスト等の適切な反映 

 ① 疾病の特性等に応じた評価 

回復期リハビリテーション、救急医療、小児医療、精神医療、在宅医療、終末期医療等について、医療

の特性、患者の心身の特性、生活の質の重視等を踏まえた適切な評価を進める。

現行制度の概要 

現行制度の課題 

検討の視点 
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○ 入院医療については、 

・ 病棟等の類型別に、一般病棟入院基本料、療養病棟入院

基本料など９種類の入院基本料を設定。これに、医療機関

の機能に応じ、紹介外来加算、急性期入院加算など３６種

類の加算を設けている。 

・ 特定の機能を有する入院については、救命救急入院料、

回復期リハビリテーション病棟入院料など、包括払いを原

則とする１９種類の特定入院料を設定。 

 

○ また、入院期間に応じた評価として、 

・ 同一類型の入院基本料の中で、看護配置や平均在院日数

に応じた評価を行っているほか、 

・ 入院期間に応じて、初期加算及び長期減算の仕組みが設

けられている。 

（例）１４日以内      ○○点加算 

１５日以上３０日以内 △△点加算 

１８０日以上      □□点減算 

 

 

 

 

 

 

 

○ 我が国の医療については、諸外国と比べ、 

・ 人口当たり病床数が多い 

・ 病床当たり医療従事者数が少ない 

・ 平均在院日数が長い 

という特徴が指摘されている。 
 

 人口千人当

たり病床数

(床) 

病床百床当

たり医師数

(人) 

病床百床当

たりの看護

職員数(人) 

平均在院日

数(日) 

外来受療率

(回) 

日 12.8(2003) 15.6(2002) 42.8(2002) 28.3(2003) 14.5(2001) 

独 9.1(2001) 39.6(2001) 102.2(2001) 11.6(2001) 7.3(2000) 

仏 8.2(2001) 35.2(1998) 69.7(1997) 13.5(2001) 6.9(2001) 

英 4.1(2001) 43.9(2001) 129.2(2001) 8.3(2001) 4.9(2000) 

米 3.6(2001) 77.8(2001) 230.0(1999) 6.7(2001) 9.0(2001) 

 

 

 

○ 平均在院日数の短縮 

(2) 医療機関のコスト等の適切な反映 

 ② 医療機関等の機能に応じた評価 

入院医療については、臨床研修機能、専門的機能、地域医療支援機能等の医療機関の機能及び入院期間

等に着目した評価を進める。

現行制度の概要 現行制度の課題 

検討の視点 
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○ 初診料及び再診料の体系 

病院の初診料 ２５５点
初診料 

診療所の初診料 ２７４点

２００床未満の病院の再診料 ５８点

２００床以上の病院の外来診療料 ７２点再診料 

診療所の再診料 ７３点

 

○ 平成４年度以降、医療機関の機能・特性として、病院は入

院医療機能を、診療所は外来機能をそれぞれ評価し、診療所

においてはかかりつけ医機能を評価して、より高い点数とし

ている。 

 

○ また、病院と診療所との機能分担の推進を図る観点から、 

・ 他の医療機関からの紹介なしに２００床以上の病院を受

診した患者 

 

 

 

 

 

 

 

・ 他の２００床未満の病院又は診療所への紹介を行う旨の

申出を受けたにもかかわらず、２００床以上の病院を受診

した患者 

については、自己の選択に係るものとして、特別の料金を徴

収することができることとされている。 

 

 

 

○ 病院と診療所の初再診料の点数格差については、患者負担

の観点からすると診療所の方が高くなることから、診療所を

より高い点数とすることにより、必ずしも診療所の外来機能

を推進する効果を期待できないのではないか、との指摘もあ

る。 

 

 

○ 病院・診療所の機能分化と連携 

(2) 医療機関のコスト等の適切な反映 

 ② 医療機関等の機能に応じた評価 

外来医療については、大病院における専門的な診療機能や紹介・逆紹介機能等を重視した評価を行うと

ともに、診療所及び中小病院等における初期診療、かかりつけ医・かかりつけ歯科医・かかりつけ薬剤師

の機能、訪問看護、在宅医療等のプライマリケア機能等を重視した見直しを進める。

現行制度の概要 

現行制度の課題 

検討の視点 
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○ 医療機関の施設基準や機能等に関する情報の提供について

は、保険医療機関及び保険医療養担当規則により、院内掲示

が義務付けられている。 

 

○ また、入院の際に、医師、看護師等が共同して総合的な診

療計画を策定し、患者に対し、文書により説明を行うことと

されており、行われていない場合には、入院基本料が減算さ

れる仕組みとなっている。 

 

 

 

○ 患者が受けた医療の内容が分かる領収書については、各医

療機関において体制を整え、その発行に努めるよう促してい

るが、これを推進することが求められている。 

 

 

 

 

 

 

 

○ なお、保険診療と保険外診療との併用の在り方については、

昨年末の厚生労働大臣と規制改革担当大臣との間の基本的

合意において、「将来的な保険導入のための評価を行うもの

であるかどうか」の観点から現行制度を抜本的に見直し、特

定療養費制度を廃止し、「保険導入検討医療（仮称）」（保険

導入のための評価を行うもの）と「患者選択同意医療（仮称）」

（保険導入を前提としないもの）とに新たな枠組みとして再

構成することとされている。 

 

 

 

 

○ 患者に対する情報提供 

○ 患者による選択の重視 

○ 診療報酬点数表の簡素化 

(3) 患者の視点の重視 

① 情報提供の推進 

医療機関の施設基準や機能等に関する情報、診療・看護計画等の情報の提供を進める。 

② 患者による選択の重視 

患者ニーズの多様化や医療技術の高度化を踏まえ、特定療養費制度の見直しを行う等患者の選択による

サービスの拡充を図る。

現行制度の概要 

現行制度の課題 検討の視点 
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○ 「かかりつけ歯科医初診料」とは、 
 

・ 歯科治療の開始に当たり、患者への治療計画等の情報提

供（インフォームドコンセント）を踏まえた継続的な歯科

医学的管理を行うかかりつけ歯科医を評価するものであ

り、 
 

・ 算定に当っては、患者の同意を得て、治療計画の策定を

行い、患者に対しその説明した上で文書による情報提供を

行うこととされている。 
 
＊ 「かかりつけ歯科医初診料」算定歯科医療機関数 

平成１６年７月 ６３，００１箇所 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 「かかりつけ歯科医初診料」については、「かかりつけ歯科

医初診料」を算定された患者のうち７７％が情報提供文書を

受領したと回答。 

 

○ 平成１８年４月から歯科医師臨床研修が必須化されるが、

現在、歯科医師臨床研修に対する評価は行われていない。 

 

 

 

○ かかりつけ歯科医機能の適正な推進 

○ 歯科医師臨床研修への対応 

(4) その他 

① 歯科診療報酬 

上記のほか、口腔機能の維持・増進の観点から、歯科診療所と病院歯科における機能や連携に応じた評

価、う蝕や歯周疾患等の重症化予防、地域医療との連携を重視した在宅歯科医療等の評価を進める。 

現行制度の概要 現行制度の課題 

検討の視点 
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○ 医薬分業の進展に伴い、薬局調剤医療費は増加傾向 

 

○ 調剤報酬の内訳は、約７割が薬剤費で、約３割が技術料。

技術料の割合は微減傾向 

 

 

 

 

○ 調剤報酬については、医薬分業の進展を踏まえ、調剤基本

料の区分、「剤」に基づき算定する調剤料や、かかりつけ薬

剤師の機能等の保険薬局の機能について、体系的な検討を行

うべきことが指摘されている。 

 

○ 平成１６年度に、保険薬局の施設運営に係るコスト及び調

剤のコストについて調査を実施したところ、以下の結果が得

られた。 

 

 

 

 

 

・ 現行の３つの基本料のうち、基本料２の処方せん１枚当

たりの収益率は高く、経営効率は高い。 
 

＊調剤基本料1：処方せん受付回数が4,000回/月以下で、集中率70％以下。 

調剤基本料2：処方せん受付回数が4,000回/月を超え、集中率70％を超える。 

調剤基本料3：上記どちらにも該当しない保険薬局  

 

・ 集薬のみの処方せんの業務時間は全体的に短く、湯薬の

業務時間が長い。また、新規患者での服薬指導等の調剤業

務時間が長い。 

 

・ 剤数に比例して調剤業務時間が増える傾向 

 

 

 

 

○ かかりつけ薬局機能の適正な推進 

（情報提供や患者の服薬管理等） 

(4) その他 

② 調剤報酬 

上記のほか、医薬品の適正使用の観点から、情報提供や患者の服薬管理の適正な推進等保険薬局の役割

を踏まえた評価を進める。

現行制度の概要 

現行制度の課題 

検討の視点 
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○ 近年の薬剤費は、６兆円強でほぼ横ばいに推移。薬剤比率

は、約２割まで低下した後ほぼ横ばいに推移。薬価差も確実

に縮小してきている。 

 

○ 新医薬品の薬価については、既存の類似薬の薬価に新医薬

品の薬価を合わせ、さらに、当該新医薬品の有用性、市場性

等による補正加算を加味して算定を行っている（類似薬効比

較方式）。 

 

○ 既収載医薬品の薬価については、２年に１度、市場実勢価

格に消費税を加え、更に調整幅（改定前薬価の２％）を加え

た額を新しい薬価として算定を行っている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 後発医薬品については、その使用状況は若干上昇傾向にあ

るものの、世界的に見ると使用量は非常に少ない。 

 

○ 画期的新薬の評価については、薬価算定時の補正加算の加

算率が低い、加算要件が厳しい等の指摘がある。 

 

 

 

○ 後発医薬品の使用促進 

○ 後発医薬品のある先発医薬品薬価の適正化 

○ 画期的新薬の適切な評価 

○ 医薬品等に係る保険適用及び負担の在り方 

(4) その他 

③ 薬価・医療材料価格制度等 

薬価算定ルールの見直しについて検討を行う。 

画期的新薬について適切な評価を推進するとともに、後発品の使用促進のための環境整備を図る。 

医薬品等に係る保険適用及び負担の在り方について検討を行う。 

医療材料価格について、引き続き、内外価格差の是正を進める。 

医薬品、医療材料、検査等について、市場実勢価格を踏まえた適正な評価を進める。

現行制度の概要 現行制度の課題 

検討の視点 


